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はじめに―法案には反対である

 特定秘密の保護→懲罰的な要素

物理的・人的管理の強化

罰則の強化

 特定秘密の管理

秘密の指定・解除

秘密指定文書の記録としての管理

 秘密であればこそ政府の説明責任の徹底がまず必要
だが、その政府の義務は最小限しか規定されていない
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政府権限を
最大化

政府の説明責
任を最小化



政府の説明責任を想定していない法案

 秘密指定の解除さえ規定すればよいというもの
ではない

 立案段階で秘密を持つ政府の果たすべき説明責
任とは何かは理解されていなかった

 防衛秘密（自衛隊法）

 公文書管理法の適用除外→解除ではなく廃棄の運用

 施行令で秘密指定解除について規定されているが、
施行以来解除実績1件

 秘密の指定基準、解除基準、記録としての管理基準
（ライフサイクル）のルール化なし

 法案立案段階でこのことを把握していたのか？
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記録の管理とアクセス管理を混同

 「秘密」であればこそ、記録を作成し、管理し
、時間軸を長くしてでも公開するルールを徹底
しなければならない（＝記録管理の徹底）

 記録管理が徹底されないとき、政府は秘密に対
する説明責任から逃れていることになる

 法案が規定していることは、「秘密」を記録と
しての管理ではなく、「秘密」に対するアクセ
ス管理をすること（＝説明責任の視点の欠如）

 公文書管理法の定める文書作成義務、行政文書
管理ルールは不適用？
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議論・論点の混乱

 記録管理とアクセス管理の混同

 「秘密の保護」と「秘密の管理」のバランスが
認識されていない

 法案と既存の秘密指定の仕組み（内規、申し合
わせによるもの）との関係が不明確

 秘密指定の解除と、解除対象情報の公開が一体
のものか不明確

 特定秘密の情報漏えい等を取り締まるための法
律であることの認識の欠如
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特定秘密保護法案の範囲
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ここが法
案の対象

すでに秘密保護法制がかかっている部分

※実際の境目
はもっと曖昧
で入り組んで
いる
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日本の秘密指定の範囲



秘密指定の仕組みの構造は？

 特定秘密保護法案によって他の秘密指定の内規は
一切なくなるのか？

 内規による秘密指定がなくならない場合、ダブルスタ
ンダードになるのか？

 適性検査もすでに実施されている防衛秘密・特別防
衛秘密、その他の内規・申し合わせによるものとの関
係はどうなるのか？
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秘密指定に関する権限

 秘密指定→行政機関の長

 秘密指定の期間の設定・更新→行政機関の長
※30年超は内閣の了解

 秘密指定の解除→行政機関の長

・情報公開・個人情報保護審査会は開示・不開示の判断のみ

・ 特定秘密の指定そのものを争う仕組みがないので司法にも
直接的な権限はない

 特定秘密の管理方法などの記録管理ルール→行政機
関の長？

・これまでの政府説明では、特定秘密については廃棄・移管は
適用するが、それ以外の管理ルールの適用は不明9



視点１：秘密指定に関する権限の統制

 秘密指定制度全体をOversightする機関の設置

・権限を明確にする（統一指定・解除基準、各行政機関の
指定・解除基準や実施要領、長期秘密指定文書を中心に
秘密指定解除の自発的審査権限など）

・役割を明確にする（秘密指定等に関する行政機関の長の
権限の監察、秘密指定等の運用状況に関する関係行政
機関からの報告を受け公開をするなど）

 秘密指定の不適切な範囲拡大に対する抑止効果の
ある制度設計にする

・基準等に関する問題のほか、指定禁止事項（ネガティブリス
ト）の作成、不適切な秘密指定に対する内部通報機能
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過剰な秘密指定は深刻な問題

 「特定秘密」＝情報漏えい等が発生した場合に
取締りを行う範囲

 過剰な秘密指定＝取締り範囲の拡大

 過剰な秘密指定は起こるもの

 過剰な秘密指定は情報の内部統制を不健全に強
化することになる（＝政府の説明責任ではなく
秘密の抱え込み構造の強化）
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沖縄国際大米軍ヘリ墜落事故に
関する情報公開請求（省秘）



視点２：秘密指定情報の記録としての管理

 防衛秘密が適用外になっていた公文書管理法の範囲は、文
書の作成義務、公文書の管理ルール、廃棄・移管ルールなど

 基本ルールとして秘密指定文書も適用させるべきもの。秘密
指定による物理的管理（アクセス管理）についてのルールとの
混同は不適切

 秘密であっても文書の作成義務を政府職員は有するべき

 秘密指定された情報等について、その存在そのものが秘密で
あって明らかにできない場合（存否応答拒否）を除き、秘密指
定されている情報であっても行政文書ファイル管理簿に搭載

 行政文書ファイル管理簿に、秘密指定文書であることを記載（
廃棄審査時の重点化）
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視点３：秘密指定解除の権限の明確化

 法案で秘密指定解除の判断のトリガーになるのは

5年上限の秘密指定有効期限更新時

30年超になった際に内閣に了解を求めるとき

情報公開請求が行われた時

 秘密指定解除の権限を行政機関の長の独占から複
線化へ

行政機関の長の判断

秘密指定期間経過後の自動解除（最長30年。例外で延長）

情報公開・個人情報保護審査会にも解除勧告権限

Overshight機関による解除審査

秘密指定制度に関する外部からの解除請求権
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視点４：指定解除と情報公開の明確化

 秘密指定解除＝情報公開とは読めない仕組み

秘密指定解除＝秘密指定の要件を満たさなくなった

秘密指定要件＝非公開範囲ではなく非公開の方が広い

 国立公文書館等に歴史文書として移管をしても利用
制限規定がある

 指定解除が何を意味するのかの明確化は必要
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罰則も大きな禍根を残す

 情報漏えい、取得（未遂、教唆、共謀、扇動を
含む）に対して、意図・目的を問わずに適用

 特定秘密＝懲罰の範囲のあいまいさ

 特定秘密に指定してはいけないものという禁止
規定なし

 内部告発・情報提供の「公益性」判断基準なし

 社会の健全性を保つための装置であるジャーナ
リズムへの脅威

16



公益通報者保護法の対象

 保護とする通報対象

① ① 国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかか
わる法律として別表に掲げるものに規定する罪の犯罪行
為の事実

② ② 別表に掲げる法律の規定に基づく処分に違反すること
が①の事実となる場合における当該処分の理由とされて
いる事実等

 法制化に当たって参考にしたイギリス公益開示法

犯罪行為、法律上の義務違反、裁判の誤り、個人の健康又
は安全が危険にさらされていること、環境の破壊、これらの事
項を示す情報の意図的な隠滅
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秘密の管理と公開の法制化が先

 政府情報に一定の秘密・非公開の範囲があることは理解

 問題は秘密・非公開の政府活動に対する説明責任を徹底
させる法制度の欠如したままに、懲罰を主目的とした特
定秘密保護法案を制定しようとすること

 「秘密」であっても記録を作成し、管理・公開していな
いことによる大局的な不利益

 日本の外交・安全保障政策が、日本側公文書の欠如
により外国で公開される歴史文書で検証されている

 日本における政策の検証、歴史の記録をどう作るの
か？

 特定秘密保護法案は廃案にし、仕切り直すべき
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そもそも政府は信頼されているのか
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法案と別の問題として情報公開法改正も

 懲罰的な秘密保護の強化ではなく、政府の説明
責任を徹底する法制化が先（政府がやりたいこ
とではなく、政府にとって自らに民主主義を体
現するための義務の徹底が先）

 情報公開法は、請求者が主体的に政府に対して
説明責任を求める手段

 手段の充実は不可欠
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情報公開法 vs 行政文書ファイル数
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情報公開請求件数

vs

14,672,757件
（2011年度行政文書ファイル総数）


